


2015年度愛知大学法科大学院入試問題集

入試日程 B日程 出題科目名 憲法 出題者 大林 文敏

1. 出題の意図

設間1では、 表現の自由と名誉毀損の関係についての一般論を求めている。 人の名誉は憲法

13条によって保障されているが、 同じく表現の自由は憲法21条 1項によって保障されている。

両者が衝突する場合には、 どのような調整が必要となるのであろうか。 戦後、 1947[昭和22]年

の刑法改正で、 名誉の保護と正当な言論の保障との調和を図るH的で、 刑法230条の2が付け

加えられた。 すなわち、 刑法230条の2では、 ①「公共の利害に関する事実」に係り、 ②「そ

の目的が専ら公益を図る」ことにあったと認める場合には、 ③「事実の真否を判断し、 真実であ

ることの証明」があれば、 名誉毀損行為は処罰されないことを定めている。

なお、 設問2との関係でいえば、 上記の3要件だけを指摘するだけにととめず、 とりわけ③の

要件について説明を加えておくことが必要であろう。というのは、 この真実性の証明を厳格に要

求すればするほど、 萎縮効果が働き、 表現者はその表現を控えることになるからである。この点

につき、 判例（「夕刊和歌山時事」事件最大判 1969[昭和44 ]年6月25日）は、 誤信したことに

ついて「確実な資料、根拠に照らして相当の理由があるときは」名誉毀損の罪は成立しない、 と

ゆるやかに解釈している。ここに、 表現の自由に対する一定の配慮がなされていることが確認さ

れる。

設問2では、上記の規範を具体的事例にあてはめながら、 そこにはどのような憲法上の論点が

あるのかを問題にしている。本間では、 内閣総理大臣A(公人）に対する名誉毀損であるから、

事実の真否のみが問題になろう（刑法230条の2第3項）。間題文では、 S新聞社は「うわさ」

を引用する形で記事にしている。真実の裏付けをとったのかどうか、誤信したことについて相当

の理由があるのかどうか、 を検討しなければならない。仮に、 起訴する場合においても、 以下の

ような憲法上の間題点が存する以上、 検察官側としては、 慎重に対応しなければならない。

その場合の憲法上の間題点とは、 i)公人がその対象となっている場合には、 国民の知る権利

にも深くかかわること、ii)こうした起訴によって、報道の自由を侵害する恐れがあること、iii)

報道機関は、 今後の報道を控える萎縮効果が働く恐れがあること、 などである。こうした憲法上

の間題点を念頭に置いて検討しなければならないであろう。

2. 講評

今回の入試間題では、 憲法の中でも中心的なテ ーマである「表現の自由」をとりあげてみた。

書きやすいテ ーマであるにもかかわらず、正確な憲法上の知識と基本判例に裏打ちされた答案が

少なかった印象がした。

設間1については、 表現の自由と名誉の保護との調整問題を、 刑法230条の2を引用して論

じることが求められている。設問2については、本間にあてはめながら、 憲法上の論点をきちん

指摘してほしい。 全体的にパタ ー ン化した答案が散見された。

以 上
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入試日程 B日程

2015年度愛知大学法科大学院入試間題集出

題科目名 刑法 出題者 岩間•藤本

1. 出題の意図

学部の刑法総論及び各論の授業で取り扱われたはずの基本事項を具体的設例の処理を通じて

しつかり理解しているかどうかを試す趣旨で作問した。

まず， Aの罪責。 Aはどう猛な飼い犬を散歩に連れ歩く際， 綱の点検を怠るという， 社会的地

位に基づいて反復継続して行なう事務たる業務上の結果回避義務に違反してそれを放置し，その

ため飼い犬がBを襲った。 Bは最終的に加療1ヶ月の上腕骨折を負っているが， 問題はこれとA

の不良な綱につないだ飼い犬の散歩行為という業務上過失行為との因果関係である。 もちろん，

条件関係は存するが， その間にBの住居侵入及びCによる投げ飛ばしという事情が介在してお

り， これらの有力な介在事情があっても， 因果関係を認めてよいか， 各自の拠って立つ因果関係

の学説や最高裁判例の処理方法をも意識しながら論じる必要がある。 その結果， 因果関係が肯定

できれば， Aは業務上過失致傷罪の責を負う （因果関係を否定した場合は， 不可罰）。

次にB。 Bは住居権者Cの意思に反してC宅敷地内に入り込んだ。 これは住居（もしくは邸宅）

侵人罪の構成要件に該当する行為であるが， 犬に襲われてやむなくしたのであるから， 緊急避難

の成否が間題となる。 もっとも， ここで気づくべきは， Bが犬に襲われたのは， Bが犬に投石し

たためである。 このような自招危難のケー スについては， 下級審裁判例で緊急避難の余地を一切

認めない判断が何件がなされているが，他方で， Bの生命まで危険に曝されているとも言える状

況のため， 緊急避難の余地を一切否定するのも行き過ぎとの評価もありえよう（もっともその場

合， 緊急避難のどの要件を厳格に解して判定するかについては， 困難な問題も存する）。 そのあ

たり，応用間題の様相を呈しているが， 各自の論理的な判断に委ねたい （論述がしつかりしてい

れば， いずれの結論も可とする）。 もし犯罪が成立する場合は， 住居 （もしくは邸宅侵入罪） と

いうことになる。

最後にC。 CはまずBを投げ飛ばすという暴行を加えて， 負傷させているので， 傷害罪の成否

が間題となる。 但し， BはC宅敷地内に勝手に入り込んでいるので， この投げ飛ばし行為に正当

防衛が成立する可能性がある。 住居権 （プライバシー） 侵害という急迫不正の侵害に対し， それ

を排除するという防衛の意思（怒りの感情が混じっていてもかまわないとするのが判例）により，

投げ飛ばしという排除にとって有効な （防衛行為の必要性） 行為を行なっている。 しかし， Bに

よる侵害が住居権を対象とするのに対し， CはBの身体に侵害 （全治1ヶ月） を与えた。 これは

両者の行為態様の側面から見ても， かなり行き過ぎた防衛行為である。 よって， 防衛行為の相当

性が否定され， Cには傷害罪が成立した上で， 過剰防衛が認められることになろう。

さらにCは， Aの飼い犬を撲殺した。 これは動物傷害罪 （刑法2 6 1条） の構成要件に該当す

る行為であるが， これについても緊急避難ないしは正当防衛の成否が間題となる。 その前提とし

て， 犬による野菜の損壊を「侵害」と見うるか， 対物防衛の間題に関する態度決定が必要である。

対物防衛も正当防衛の一種として認めるのであれば，結論として（詳しい要件充足の説明は省く）

過剰防衛となり （もっとも， 野菜の被害を防ぐためには犬の撲殺しかなかったのであれば， 価額

の差は大きい物の， 同等の反撃と見て， 正当防衛を認めるという結論もありえよう。 たとえ侵害

源が高価なドーベルマン犬だとしても， Cに野菜の損失を廿受するいわれはないからである）客
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2015年度愛知大学法科大学院入試間題集

入試日程 BS程 出題科目名 民法 

1. 出題の意図

本問は、 身分行為が詐害行為取消権の対象となるかを間うものである。 民法 424 条 2 項は、

財産権を目的としない法律行為は詐害行為取消の対象とならないことを定めている。身分行為に

ついては本人の意思が尊重されるべきであり、他者が本人の行った身分行為を事後的に取り消す

ことは許されるべきではないので、身分行為は財産権を目的としない法律行為の典型であると解

されるところ、 一方で、身分行為の中には財産処分を伴うものもあるので、詐害行為取消の対象

となりうる場合もあるのではないかが問題となるのである。 1は遺産分割協議、 2は相続放棄が

詐害行為取消の対象となるかが間題となっている。

まず、 遺産分割協議については、これを詐害行為取消の対象とするのが判例・通説である。 最

判平成11年6月11 13は、遺産分割協議は、相続の開始によって共同相続人の共有となった相続

財産について、その全部または一部を、各相続人の単独所有とし、または新たな共有関係に移行

させることによって、相続財産の帰属を確定させるものであり、その性質上、財産権を目的とす

る法律行為であるということができるとしている。 ここでは、身分行為特有の性質は、遺産共有

状態が出現するところで尽き、遺産分割協議のように、その後に当該財産について生じる権利変

動は、共有物の分割に類似した、純粋に財産法的性質のものであるので、詐害行為取消の対象と

なりうるとの理解が存在する。

一方、 相続放棄については、 これを詐害行為取消の対象とはならないとするのが判例である。

最判昭和 49年 9月20 日は、 取消権行使の対象となる行為は、 積極的に債務者の財産を減少さ

せる行為でなければならないところ、相続の放棄は、既得財産を積極的に減少させる行為という

よりは、消極的にその増加を妨げる行為に過ぎないこと、相続の放棄のような身分行為について

は、 他人の意思によってこれを強制すべきではないことを理由に、詐害行為取消の対象となるこ

とを否定する。 もっとも、 右判例は、被相続人に債権者がいたところ、相続人が相続放棄したた

め、債権が回収できなくなることを理由に、債権者が相続放棄を詐害行為取消しようとした事案

であり、この場合には、相続人は自ら負担したわけではない債務を相続の結果として負担するこ

とを、自らの意思で回避することができるための制度として相続放棄があるのに、それを被相続

人の債権者が取り消すことができれば、相続人は結局、債務の相続を強制されることになり、相

続放棄の制度趣旨を没却することになることから、このような場合に相続放棄を詐害行為取り消

しできないことに異論はない だろう。 しかし、本間は、相続人に債権者がいる場合である。 この

ような場合には、相続人は相続をすれば債務を弁済できる状況にあるにもかかわらず、結局債権

者に全部取られてしまうことになるから相続しても仕方がない、だから相続しないという相続人

の意思は、同人の債権者との関係でどれほど尊重されるべきかは間題となり得るであろう。 この

場合に関する判例は存在しないが、学説では、このような場合について、相続人が相続すれば責

任財産が増加するのであり、これに対する債権者の期待利益は法的保護に値する一方、相続人た

る債務者は、無資力であるにもかかわらず、自己の債権者を害する意思表示をする自由まではな

いという理由で、相続放棄を詐害行為取消の対象とすることを肯定する見解も有力である。本間
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2015 年度愛知大学法科大学院入試問題集

入試日程 B日程 出題科目名 民事訴訟法

1. 出題の意図

本間は、事例を前提に、証明責任の意義及び分配基準の理解を間うとともに、これを踏まえ

て訴訟当事者であるXYが訴訟においてなすべき主張を問うものです。 設間(1)では、Yが

抗弁として錯誤や消滅時効を主張し、 X が再抗弁として錯誤に対して重過失を主張することが

理解できているかを問うています。 設間(2)では、準消費貸借契約において、旧債務の存在

又は不存在についてXとYのいずれが証明責任を負うかを間うています。

証明責任の意義や分配基準は基本的事項ですから正確に理解していただきたいです。特に証

明責任は、ある事実 が真偽不明のときに機能することを理解して下さい。また、証明責任が裁

判所は真偽不明を理由に裁判拒否は許されないことから必要となる概念です。従って、証明責

任は、弁論主義・職権探知主義のいずれの原理を採用したとしても必要な概念といえます。証

明責任の分配基準については諸説ありますが、少なくとも法律要件分類説は正確に理解してい

ただきたいと思います。

法律要件分類説を前提に本間を検討した場合、設問(1)では、Xは売買契約締結の事実（民

法 555 条）を主張し、これに対してYは、錯誤（民法 95 条）及び消滅時効（民法 167 条 1 項）

を抗弁として主張することが考えられます。さらに、Xは、Yの錯誤の抗弁に対し、重過失（民

法 95 条但書）を再抗弁として主張することが考えられます。

次に設問(2)では、準消費貸借契約における旧債務の存否について、X又はYのいずれが

証明責任を負うのかが間題となり、判例は旧債務の不存在についてYが証明責任を負うとして

います（最判昭 43·2·16 民集 22·2·217) これに対して、旧債務の存在は、契約の成立要件で

あると読むのが素直であり、条文の形式通り 588 条は準消費貸借契約に関する権利根拠規定で

あると考えれば、準消費貸借契約の目的物である旧債務の存在は、その成立を主張するX が証

明責任を負い主張する必要があると解することになります。このような見解も有力です。

2. 講評

(1) 証明責任の定義、分配基準を示し、その示された基準に本問における事例をあてはめて証明

責任の所在を明らかにするという作業ができていない答案がほとんどでした。証明責任の定

義・分配基準は正確に論じられるようにして欲しいです。また、例えば証明責任を処分権主義

の下で必要となる概念と誤解している答案もありました。このような民事訴訟法の根本的な理

解が誤っているといえる答案が多数存在したことには驚きました。

また、設問(1)については、錯誤の抗弁には気が付いていたものは多かったですが、消滅

時効の抗弁に気が付いた受験生は全体の四分の一程度でした。

(2) 総じて、既修者認定に耐えられるような答案では到底ありませんでした。既修者認定される

と2Lからの履修となりますが、末修者コ ー スから進級した者の方が民事訴訟法の習得レベル

は高いと思います。既修者での入学を希望するのであれば、それなりの準備をした上で臨んで

欲しいと思います。
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2015年度愛知大学法 科大学院入試間題集

入試日程 B日程 出題科目名 商法

1. 出題の意図

本間 は、 取締役の利益相反取引（会社法3 5 6 条1項2号.3号）についての基本的な理解

を間う問題である。

2. 設問1

設間1は、 取締役の利益相反取引（直接取引） の効力を問う問題である。

甲社の取締役Bが甲社と本件請負契約を締結しており、 「 取締役( B)が自己のために株式

会社と取引をしようとするとき」（直接取引）にあたる（会社法3 5 6 条1項2号）。 取締役B

は、 本件請負契約について重要な事実を開示し、 取締役会で承認を得なければならない(3 5 

6 条1項柱書•3 6 5 条1項 ） ところ、 甲社取締役会で承認を得ていない。 取締役会の承認の

ない直接取引の効力は無効であると考えられる（最判昭和38. 3. 1 4民集1 7巻2号33 

5頁）。

3. 設問2

設間2 は、 取締役の利益相反取引（間接取引） の効力を間う間題である。

本件保証契約が 「 株式会社が取締役の債務を保証する事その他取締役以外の者との間におい

て株式会社と当該取締役との利益が相反する取引をしようとするとき」（間接取引）(3 5 6 条

1項3号）にあたるか問題となる。 確かに、 本件保証契約は乙社の債務を保証するものである

ため 、3 5 6 条1項3号前段の 「 株式会社が取締役の債務を保証する事」には当てはまらない。

しかし、 乙社は取締役Bが全株式を保有する会社であるので、 株式会社と当該取締役との利益

が相反する取引にあたると考えられる。

取締役会の承認のない間接取引の効力について、判例は会社が相手方の悪意を証明する場合

に限り無効をもって対抗できるとする（相対的無効説）。善意であるが重過失のある第三者は悪

意者に含まれると解する説もある。 本問 では、 丙銀行の担当者は、 乙社の株主構成（全株式を

Bが保有） を知っていることから、 甲社の保証が利益相反取引であることは知っていると考え

られるが、 取締役ら及び監査役に確認して本件保証契約の存在を知っていることから安心して

いたのであるから、 取締役会の承認が得られていないことを知っていたものではなく、 また知

らないことについて重過失があったとも言えないので、 保証契約は有効と解してよ い。

4. 設間3

取締役会の承認のない利益相反取引によ って会社が損害を被った場合における取締役の責

任を間う間題である。 保証契約を締結した代表取締役Aは42 3 条3項2号で、 利益相反取引

を行った取締役Bは423 条3項1号でそれぞれ任務僻怠が推定され、 見て見ぬふりをして取

締役としての監視義務を怠った取締役C ・ 監査役Dも423条1項によ り損害賠償義務を負う。

5. 講評

利益相反取引（直接取引・間接取引）については、 基本的な概念をしつかりと身につける必

要がある。
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